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Abstract 

 The purpose of this study was to clarify the actual conditions of decision-making and technology 

evaluation by junior high school students regarding the future prospects of AI technology. To this 

end, we asked 308 students from the first to third grades of junior high school to make decisions 

about the future of AI technology and analyzed the aspects they focused on when evaluating the 

technology. The results showed that 60.1% of students in the positive group, 22.7% in the negative 

group, and 16.6% in the conflicted group made decisions, indicating that junior high school students 

were somewhat positive about the future of AI technology. The tendency of technology evaluation 

viewpoints to be focused on at the time of decision making and the viewpoints that may influence 

decision making were also suggested. The need for teaching that includes a historical perspective on 

the technological development of AI was also pointed out to compensate for the low level of focus on 

the "technological historical background" perspective.  
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１．はじめに 

昨今，人工知能（Artificial Intelligence：AI）は

めざましい発展をとげており，日常生活への普及も急

速に進んでいる。それに伴い，AI に関する教育が求め

られるようになってきている。 

中学校技術・家庭技術分野(以降，技術科)では，生

活や社会における人工知能の活用について，人間の労

働環境や安全性，経済性の視点から，その利用方法を

検討したり，技術の将来展望について意思決定させて

発表させたりする活動が例示されている 1)。また，技

術科では技術を多様な視点で客観的に評価する力の育

成が求められている 1)。これらのことから，AI 技術の

今後の在り方に対する中学生の意思決定と技術評価の

実態を把握することが必要であると考えられる。 

堤らは中学生と大学生を対象に対話型 AI の活用に

ついて，利用者と開発者の 2 つの立場から提言させる

授業実践を行っている 2)。その結果，授業実践後の生

徒の自由記述分析から，中学生は大学生と類似した傾

向の技術ガバナンスに参画する資質・能力を習得した

一方，開発者としての発想の多様性には差異があると

の示唆を得ている。この研究は中学生の AI 技術の将

来展望に関する研究ではあるものの，中学生の AI 利

用に対する意識調査を目的としていない。また，中学

生が AI を利用する際の意思決定や技術評価の実態を

把握するものでもない。 

板垣らは AI を活用したプログラミングを取り入れ

た授業が中学生の AI に対する意識に与える効果を検

証している 3)。検証の結果から，AI を活用したプログ

ラミングの授業は中学生の AI の進歩に対する不安を

軽減したり，AI を活用して身近な問題を解決できる自

信を高めたりする傾向を確認している。しかし，この

研究も AI の利用に対する中学生の意識調査を目的と

した研究ではない。 

髙橋は AI に対する中学生の意識を明らかにするた

めアンケート調査を実施している 4)。調査結果から，

中学生の AI に対する利活用の期待感や AI に関する学

習意欲が高いこと，AI に対する強い不安感や AI のし

くみに対する理解度および AI に関わる仕事への勤労

意欲が低いことなどを明らかにしている。しかし，こ

の調査は AI の利用に対する中学生の意思決定や技術

評価の実態を把握するものではない。 

意思決定と技術評価に関する先行研究を概観すると，

技術教育では森林資源 5)，遺伝子組み換え技術 6),7)，

ゲノム編集技術 8)，原子力発電 9)，SNS 10),11)などが対
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象となっている。情報技術や新技術を対象とした研究

はいくつか見られるものの，AI 技術を対象とした研究

は見当たらない。 

このように，AI の利用に対する中学生の意識，と 

りわけ，AI 技術の今後の在り方に対する中学生の意思

決定と技術評価の実態は明らかとなっていない。そこ

で本研究では，AI 技術の将来展望についての意思決定

と技術評価の実態を明らかにすることを目的として，

世良らの手法 7) を参考にし，中学生に対して AI に関

する意識調査を実施した。 

 

２．方法 

2.1 調査対象と期間 

調査対象は S県内の公立中学校 1校の 1～3年生 474

名である。調査対象の 1～2 年生は技術科の内容 D「情

報の技術」を未履修，3 年生は履修中であった。また，

全学年で AI 技術に関する授業は行われていなかった。 

調査は 2023 年 12 月から 2024 年 1 月にかけて行い，

有効回答数は 308 名，有効回答率は 65.0%であった。 

 

2.2 調査内容 

先行研究 7) の調査内容は，評価対象となる技術に関

する概要及び世論の意見を設定した課題文，意思決定

を把握する項目，技術評価観点の 3 つで構成されてい

る。本研究では，この課題文に相当するものとして AI

に関する新聞記事 12) を与え，これからの AI の利用の

是非について個人で意思決定を行わせた。 

課題文として新聞記事を与えた理由は，中学生が AI

技術の利用に対する意思決定の参考とするためである。

当該記事は AI 技術の概要および利点と課題の双方が

記載されていた。また，特定の自治体や企業を対象と

しておらず，文章量も適当であると判断して選定した。

なお，当該記事における AI 利用の利点は業務の効率

化や職員の負担軽減が挙げられており，課題は AI の

安全性や正確性が挙げられていた。 

課題文を読ませた後，これからの AI の利用につい

ての考えを調査した。表 1 は AI の利用に対する中学

生の意思決定を推察するために設定した意思決定項目

である。意思決定項目は，AI 利用の否定群（No.1, 2），

AI 利用の肯定群（No.3, 4），AI 利用に対する葛藤群

（No.5），AI 利用に対する意思決定ができない不明群

（No.6）の 4 群を設定し，否定群と肯定群は表現の差

による強弱を設定することで回答の負担軽減を図った。

調査では，意思決定項目から単一選択で回答させると

ともに，意思決定項目の選択理由や考えたことを自由

記述で回答させた。 

表 2 は技術評価観点 13),14)の一覧である。表 1 に示し

た意思決定項目を選択する際に，AI 技術に対する技術

的な評価として 18 項目に対して，どの程度考えたか

「とても考えた」を 4，「少し考えた」を 3，「あまり

考えなかった」を 2，「全く考えなかった」を 1 とす

る 4 件法で答えさせた。 

 

2.3 分析の手続き 

まず，意思決定項目の選択について単純集計を行っ

た。そして，意思決定項目の選択について学年間の差

異を検討するため，カイ二乗検定を行った。次に，意

思決定時に着目した技術評価観点の平均値と標準偏差

を求めた。そして，学年間と意思決定間における差異

を検討するため，一元配置分散分析 15)と Tukey 法によ

る多重比較を行った。さらに，技術評価観点が意思決

定に与える影響を把握するため，判別分析 16)を実施し

た。なお，分散分析と多重比較には IBM SPSS 

Statistics 29 を用いた。 

 

３．結果 

3.1 意思決定の割合 

表 3 は「AI 技術の今後の在り方」に対する意思決定

の結果である。全体における意思決定の割合は，「弱

肯定」が 45.1%と最も多く，次いで「弱否定」が 20.5%，

「葛藤」が 16.6%，「強肯定」が 14.9%，「強否定」が

2.3%，「不明」が 0.6%であった。「強否定」と「弱否

定」を合わせた「否定群」は 22.7%，「弱肯定」と「強

肯定」を合わせた「肯定群」は 60.1%となった。また，

調査対象者の学年と「不明」と回答した調査対象者を

除く「否定群」「肯定群」「葛藤群」の 3 群について，

有意水準 5%でカイ二乗検定を行ったところ，意思決定

の割合について学年間で有意な偏りはみられなかった

（χ2 (4) = 4.27，p = .37，Cramer's V = .08）。し

たがって，中学生は「AI 技術の今後の在り方」に対し

て肯定的であると考えられる。 

 

表 1 意思決定項目 

No 選択肢 意思決定 

1 AI の利用はやめるべきである 強否定 

2 AI の利用は今すぐやめるべきだとは思わないが，少しずつ減らした方がよいと思う 弱否定 

3 AI はどんどん利用すべきだとは思わないが，少しずつ増やした方がよいと思う 弱肯定 

4 AI はどんどん利用し，発展させていくべきである 強肯定 

5 賛成，反対の考えが両方とも納得できるものなので自分の意見を決めることができない 葛藤 

6 何について考えればよいのかが分からない 不明 
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3.2 意思決定時の技術評価観点 

表 4 は各技術評価観点の全体の平均値及び標準偏差

である。平均値の上位 3 項目は「4 運用上の制限」(M 

= 3.58，SD = 0.69)，「3 技術目的」(M = 3.57，SD = 

0.67)，「7 技術の将来展望」(M = 3.53，SD = 0.68) 

であった。それに対し，平均値の下位 3 項目は「9 資

源・材料」(M = 2.21，SD = 0.94)，「6 技術史的な背

表 2 技術評価観点 

No 質問 技術評価観点 

1 この技術の「しくみ」や「科学的な原理」について 科学的な原理 

2 この技術の「科学的な原理」が発見されるまでの歴史や経過について 科学史的な背景 

3 この技術が何のために，どのような目的で利用されるものであるか 技術目的 

4 この技術を利用する際，どのような制限や注意点があるか 運用上の制限 

5 この技術と同じ目的を持つ「代わりの技術」があるかないか 代替技術 

6 この技術が開発されるまでの歴史や経過について 技術史的な背景 

7 この技術の利用が今後どのように展開していくか 技術の将来展望 

8 この技術を人類がどの程度使いこなすことができるか 人間による制御可能性 

9 この技術を利用するためにどのような資源やエネルギー，材料が必要か 資源・材料 

10 この技術の利用が原因でどのような事故が発生しうるか  事故の危険性と事例 

11 この技術の利用が誰（あるいは，どのような立場の人々）の必要性にこた

えるものであるか 

ニーズ 

12 この技術の開発や利用に関連してどのような意見や考え方（あるいは世

論）があるか 

世論 

13 この技術の利用によって産業や経済にどのような効果や影響を与えるか 産業における経済的な

効果 

14 この技術の利用に関連してどのような法律や条約，政策があるか 法規制とガイドライン 

15 この技術の利用によってどのような地球環境問題が生じるか  環境問題との関わり 

16 製造や生産に関わる産業に対して，この技術がどのような影響や効果を 

与えるか 

生産システムへの影響 

17 物流や流通に関わる産業に対して，この技術がどのような影響や効果を 

与えるか 

流通システムへの影響 

18 一般の人々の消費生活に対して，この技術がどのような影響や効果を 

与えるか 

消費システムへの影響 

 

表 3 意思決定の割合 

意思決定 
1 年 

(n = 37) 

2 年 

(n = 146) 

3 年 

(n = 125) 

肯定群 

(n =185, 60.1%) 

20 

(55.6%) 

93 

(63.7%) 

72 

(58.1%) 

否定群 

(n = 70, 22.7%) 

12 

(33.3%) 

31 

(21.2%) 

27 

(21.8%) 

葛藤群 

(n = 51, 16.6%) 

4 

(11.1%) 

22 

(15.1%) 

25 

(20.2%) 

不明群 

(n = 2, 0.6%) 

1 

(2.7%) 

0 

(0%) 

1 

(0.8%) 

註 ( )内の割合は，各学年における意思決定の割

合を示す。 

N = 308 

表 4 各技術評価観点の全体の平均値 

No 技術評価観点 M SD 

1 科学的な原理 2.71 0.87 

2 科学史的な背景 2.31 0.89 

3 技術目的 3.57 0.67 

4 運用上の制限 3.58 0.69 

5 代替技術 2.46 0.99 

6 技術史的な背景 2.29 0.91 

7 技術の将来展望 3.53 0.68 

8 人間による制御可能性 3.36 0.77 

9 資源・材料 2.21 0.94 

10 事故の危険性と事例 3.31 0.85 

11 ニーズ 3.10 0.85 

12 世論 3.05 0.85 

13 産業における経済的な効果 3.26 0.83 

14 法規制とガイドライン 2.72 1.04 

15 環境問題との関わり 2.42 1.07 

16 生産システムへの影響 2.91 0.95 

17 流通システムへの影響 2.72 0.97 

18 消費システムへの影響 3.16 0.92 

N = 306 
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景」(M = 2.29，SD = 0.91)，「2 科学史的な背景」(M 

= 2.21，SD = 0.91) であった。 

つぎに，学年間(1 年，2 年，3年)および意思決定間

(肯定群，否定群，葛藤群)における各技術評価観点の

平均値の比較を行うために一元配置分散分析を行った。

表 5 は学年間における各技術評価観点の平均値と標準

偏差および分散分析の結果である。分散分析の結果，

学年間で有意な差が認められた項目は，「1 科学的な

原理」(F (2, 303) = 5.72，p = .004，η2 = .04)，

「4 運用上の制限」(F (2, 303) = 3.46，p = .033，

η2 = .02)，「7 技術の将来展望」(F (2, 303) = 7.83，

p < .001，η2 = .05)，「12 世論」(F (2, 303) = 6.03，

p = .003，η2 = .04)の 18 項目中 4 項目であった。多

重比較の結果，「1 科学的な原理」では 1 年と 3 年が

2 年と比べて有意に高く，「7技術の将来展望」と「12

世論」では 3年が 1年と 2年と比べて有意に高かった。 

表 6 は意思決定間における各技術評価観点の平均値

と標準偏差および分散分析の結果である。分散分析の

結果，意思決定間で有意な差が認められた項目は，「5

代替技術」(F (2, 303) = 4.32，p = .014，η2 = .03)，

「14 法規制とガイドライン」(F (2, 303) = 5.12，p 

= .007，η2 = .03)，「16 生産システムへの影響」(F 

(2, 303) = 3.13，p = .045，η2 = .02)の 18 項目中

3 項目であった。多重比較の結果，「5 代替技術」と「14

法規制とガイドライン」では肯定群が葛藤群と比べて

有意に高く，「16 生産システムへの影響」では否定群

が肯定群と比べて有意に高かった。 

3.3 意思決定に影響する技術評価観点 

各技術評価観点が意思決定に与える影響を把握する

ため，意思決定(否定群，肯定群)を目的変数，技術評

価観点を説明変数とする判別分析を行った。 

方法をWilksのラムダ，基準をF値確率で投入を.10，

除去を.20 とするステップワイズ法を使用したところ，

有意な判別関数が得られた(Wilks’λ = 0.964, χ2 

(2) = 9.155，p = .010)。軸上で肯定群の重心はマイ

ナス側に(-0.118)，否定群の重心はプラス側に位置付

けられた(0.311)。なお，全体の的中率は 72.5%であっ

た(肯定群 100%，否定群 0%)。 

有意な判別関数に含まれる項目とその標準化判別係

数は，「16 生産システムへの影響」(1.049),「6 技術

史的な背景」(-0.622) であった(F (1, 253) = 6.241, 

p = .013; F (2, 252) = 4.662, p = .010)。このこ

とから，肯定的意思決定に対しては「6 技術史的な背

景」が影響し，否定的意思決定には「12 生産システム

への影響」が影響を与える可能性があると考えられる。 

なお，同様の判別分析を各学年別に行ったが，いずれ

の学年も 5%水準で有意な説明変数はなかった。 

 

４．考察 

全体における技術評価観点の平均と標準偏差の単純

集計の結果から，中学生の AI 技術に技術的な評価観

点として「9 資源・材料」「6技術史的な背景」「2 科

学史的な背景」が全体の傾向として不足している実態

が浮き彫りになった。 

表 5 学年間における技術評価観点に関する結果 

No 技術評価観点 
1 年 (n = 36) 2 年 (n = 146) 3 年 (n = 124) 一元配置分散分析 

M SD M SD M SD F (2, 303) p η2 

1 科学的な原理 2.94 0.79 2.54 0.86 2.85 0.87 5.72 .004 .04 

2 科学史的な背景 2.56 0.84 2.27 0.89 2.28 0.89 1.62 .199 .01 

3 技術目的 3.56 0.69 3.52 0.70 3.64 0.63 1.03 .359 .01 

4 運用上の制限 3.44 0.73 3.51 0.74 3.70 0.61 3.46 .033 .02 

5 代替技術 2.72 0.97 2.40 1.00 2.46 0.97 1.57 .210 .01 

6 技術史的な背景 2.42 0.87 2.21 0.94 2.35 0.88 1.22 .297 .01 

7 技術の将来展望 3.28 0.78 3.45 0.71 3.70 0.57 7.83 < .001 .05 

8 人間による制御可能性 3.28 0.85 3.34 0.78 3.42 0.73 0.64 .526 .00 

9 資源・材料 2.44 0.88 2.14 0.97 2.22 0.91 1.58 .209 .01 

10 事故の危険性と事例 3.28 0.88 3.25 0.88 3.40 0.79 1.19 .306 .01 

11 ニーズ 3.00 0.83 3.08 0.87 3.15 0.83 0.55 .575 .00 

12 世論 2.83 0.88 2.94 0.85 3.25 0.81 6.03 .003 .04 

13 産業における経済的な効果 3.17 0.88 3.21 0.88 3.34 0.75 1.02 .361 .01 

14 法規制とガイドライン 2.92 0.94 2.66 1.07 2.73 1.03 0.86 .423 .01 

15 環境問題との関わり 2.53 1.03 2.34 1.08 2.48 1.06 0.86 .423 .01 

16 生産システムへの影響 2.78 0.93 2.88 0.95 2.98 0.97 0.81 .448 .01 

17 流通システムへの影響 2.78 0.96 2.66 0.99 2.77 0.96 0.50 .607 .00 

18 消費システムへの影響 3.17 0.85 3.05 0.95 3.29 0.89 2.22 .111 .01 
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18 項目の中で平均値が最も低かった「9 資源・材料」

（M = 2.21, SD = 0.94）について先行研究 5),7),9),11) 

を見てみると，「A 材料と加工の技術」の森林資源で

は 6/18 位(M = 2.84, SD = 0.95) 5)，「B 生物育成の

技術」の遺伝子組み換え技術では 13/18 位(M = 2.39, 

SD = 0.99) 7)，「C エネルギー変換の技術」の原子力

発電では 7/18 位(M = 2.97, SD = 0.93) 9) であるの

に対し，「D 情報の技術」の SNSでは 16/18 位(M = 2.03, 

SD = 0.93) 11) となっており，他の内容と比べて「9 資

源・ 材料」への着目度が低いことがわかる。AI 技術

は情報の技術であることから，SNS と同様「9 資源・材

料」への着目度が低い傾向を示したと推測される。 

「9 資源・材料」に次いで低かった「6 技術史的な背

景」については，判別分析により肯定的意思決定に影

響を与えうることがわかった。第 1 章で述べたように，

技術科では技術を多様な視点で客観的に評価する力の

育成が求められている。また，学校教育における AI 教

育の１つのゴールと考えられる大学における数理・デ

ータサイエンス・AI モデルカリキュラムでは，応用基

礎レベルで「AI の歴史」がコア必修科目となっており，

AI のこれまでの変遷，各段階における代表的な成果物

や技術背景を理解することが示されている 17)。一方，

リテラシーレベルでは「AI の歴史」が科目として設定

されていないものの，AI の利活用が進んだことによる

社会変化の理解は学修目標およびスキルセットに位置

づけられている 18)。これらを踏まえると，AI を多様な

視点で客観的に評価するために，AI を技術史的な視点

で学ぶ授業が必要であると考えられる。 

判別分析により，否定的意思決定には「16 生産シス

テムへの影響」が影響する可能性があることがわかっ

た。先行研究で題材となっていた SNS，遺伝子組み換

え技術，原子力発電などは，基本的に生徒が授業内で

利用したり体験したりするものではなく，肯定的意思

決定に影響を及ぼす技術評価観点と否定的意思決定に

影響を及ぼす技術評価観点の双方に偏りなく着目させ

る必要性が指摘されている 7)。しかし，AI 技術は問題

解決の学習などの授業で生徒が実際に体験し利用して

いく技術である。このことから，否定的意思決定に影

響を与えうる技術評価観点については，問題解決の学

習の後に扱うような題材展開にするなどして，その取

り扱いには留意する必要があると考えられる。 

 

５．おわりに 

AI 技術の将来展望についての中学生の意思決定と

技術評価の実態を明らかにすることを目的に，中学生

に対して AI の利用に関する意識調査を実施した。具

体的には，AI に関する新聞記事を与え，これからの AI

の利用の是非について意思決定を行わせた。 

その結果，意思決定の割合は「肯定群」が 60.1%，

「否定群」が 22.7%，「葛藤群」が 16.6%となり，中学

生は「AI 技術の今後の在り方」に対して肯定的である

ことが明らかになった。また，意思決定時に着目する

技術評価観点の傾向や意思決定に影響を及ぼしうる技

術評価観点が示唆された。そして，着目度の低かった

技術評価観点「技術史的な背景」を補うための，AI の

技術史的な視点を取り入れた授業の必要性を指摘した。 

表 6 意志決定間における技術評価観点に関する結果 

No 技術評価観点 
肯定 (n = 185) 否定 (n = 70) 葛藤 (n = 51) 一元配置分散分析 

M SD M SD M SD F (2, 303) p η2 

1 科学的な原理 2.74 0.83 2.83 0.96 2.47 0.88 2.66 .071 .02 

2 科学史的な背景 2.32 0.85 2.37 0.98 2.18 0.87 0.76 .471 .00 

3 技術目的 3.54 0.68 3.61 0.77 3.65 0.48 0.74 .479 .00 

4 運用上の制限 3.55 0.66 3.63 0.73 3.61 0.78 0.37 .692 .00 

5 代替技術 2.55 0.96 2.49 1.07 2.10 0.90 4.32 .014 .03 

6 技術史的な背景 2.36 0.89 2.27 0.98 2.04 0.85 2.56 .079 .02 

7 技術の将来展望 3.50 0.70 3.54 0.72 3.61 0.57 0.49 .613 .00 

8 人間による制御可能性 3.36 0.76 3.37 0.82 3.37 0.75 0.01 .986 .00 

9 資源・材料 2.25 0.93 2.19 0.94 2.08 0.96 0.68 .508 .00 

10 事故の危険性と事例 3.25 0.85 3.47 0.81 3.33 0.86 1.79 .169 .01 

11 ニーズ 3.08 0.86 3.13 0.82 3.14 0.87 0.16 .849 .00 

12 世論 3.00 0.83 3.04 0.91 3.25 0.84 1.81 .166 .01 

13 産業における経済的な効果 3.25 0.80 3.33 0.88 3.18 0.89 0.50 .608 .00 

14 法規制とガイドライン 2.83 0.98 2.73 1.09 2.31 1.09 5.12 .007 .03 

15 環境問題との関わり 2.42 1.02 2.53 1.15 2.25 1.11 0.97 .378 .01 

16 生産システムへの影響 2.83 0.92 3.16 0.94 2.84 1.05 3.13 .045 .02 

17 流通システムへの影響 2.70 0.95 2.74 1.03 2.73 1.00 0.05 .955 .00 

18 消費システムへの影響 3.14 0.87 3.19 1.01 3.24 0.97 0.26 .769 .00 
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本研究の課題として，調査対象が公立中学 1 校のみ

であったことや，1 年生の回答数が他の学年と比べて

少なかったことが挙げられる。また，本研究で用いた

統計手法は正規性を仮定するものであるが，各項目の

分布はその仮定を完全には満たしていない可能性があ

る。今後はより母数を増やした大規模な調査が求めら

れる。さらに，本研究で用いた課題文は単一の記事で

あり，その構成要因が意思決定に影響を与えた可能性

がある。複数の新聞記事を用いることや，異なる観点

を網羅した課題文の開発が必要である。加えて，技術

科の内容「D 情報の技術」の履修の有無や題材の違い

による比較や検討がなされておらず，検討の余地が残

されている。本研究の知見を踏まえた授業・題材の開

発と共に，これらはいずれも今後の課題とする。 

 

付記 

本論文は，2024 年 12 月日本産業技術教育学会第 30

回技術教育分科会（東京）にて発表した内容 19）を発展

させ，まとめたものである。 
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